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備　　考
（施工パーティー（P）数等）

・70日間

・道路掘削（2P）

（1P）

・路盤工（1P）

・基層、表層工（1P）

（1P）

・60日間

関連工事 ・〇〇地区○○工事
・特記仕様書○－○へ記載

関係機関協議 ・○○土木事務所　砂防協議
・特記仕様書○－○へ記載

地元 ・○○協議
・特記仕様書○－○へ記載

用地確保（解決時期） ・○○市字○○
・特記仕様書○－○へ記載

支障物件の移設 ・光ケーブル（KDDI）
・特記仕様書○－○へ記載

・・・

交通規制抑制機関
・12月中旬から1月上旬
・GW前、お盆前
・特記仕様書○－○へ記載

年末年始、お盆
・12/29～1/3
・8月中旬
・特記仕様書○－○へ記載

この「見積参考資料（概略工事工程表）」は入札参加者の適切かつ迅速に資するための資料であり、契約書第１条に示す設計図書ではない。

なお、この「見積参考資料（概略工事工程表）」の有効期間は、この工事の入札日までとする。

また、この「見積参考資料（概略工事工程表）」の内容に関する質問は受け付けない。

式 1

ｍ 1,000

㎡ 5,000

式 1

令和３年度 令和４年度

準備工

土工

用排水構造物工

式 1

㎥ 50,000

7月 8月 9月 10月 11月 12月1月

【見積参考資料】概略工事工程表
（工事名）○○自動車道　○○工事

したがって、「見積参考資料（概略工事工程表）」は請負契約上の拘束力を生じるものではなく、受注者は、施工条件等を十分考慮して、仮設、施工方法、安全対策等、工事
目的物を完成するための一切の手段について受注者の責任において定めるものとする。

制
約
条
件

工種 単位 数量
12月

舗装工

付属物工

跡片付け

2月 3月 4月 5月 6月

発注者指定方式において概略工程表を見積参考資料として添付

※工程に影響を及ぼす前提条件
（主要な工程）の開示

（注）
全体工程に
影響を及ぼさ
ない工程は
記載しません。
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平成２3年５月制定（令和6年7月改正）



9

土木工事請負契約における設計変更ガイドライン
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【土木共通仕様書１－５－２（設計図書の照査）】
受注者は、施工前及び施工途中において、受注者の負担により設計図書の照査を行
い、契約書第18条第１項第１号から第５号に該当する事実がある場合は、監督員にそ
の事実が確認できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。
なお、確認できる資料とは、現場地形図、設計図との対比図、取り合い図、施工図等
を含むものとし、受注者は監督員から更に詳細な説明又は書面の追加の要求があった
場合は従わなければならない。

「設計図書の照査」の範囲を超える作業については、「工事内容の変更等の補助業
務」として取扱うものとして、ガイドラインに明記。

土木工事請負契約における設計変更ガイドライン
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【土木共通仕様書１－１８「技術業務」】
１－１８－1 工事内容の変更等の補助業務
受注者は、工事契約書第18条及び第19条の規定に基づき発注者が行う業務の補助として必要な次の各号
に掲げる作業を、監督員の指示に従い実施しなければならない。

１－１８－５ 費用負担
発注者は、前記1－18－1、2、3、4のうち、ボーリングを必要とする地質調査、応力計算または比較検討等を
必要とする高度な設計、動態観測等特別な費用を要するものについては、その費用を負担するものとし、その
他の場合は受注者の負担とする。

工事内容の変更等の補助業務には、“受注者の負担で実施すべき補助業務”と“受注者の負担で実
施すべき補助業務の範囲を超えるもの”に分類され、その内容と費用の負担区分について具体例を
挙げて、ガイドラインに明記。
※補助業務の範囲を超える場合は、発注者の責任において実施するものである。
ただし、工事受注者自らが履行の意思を示し実施する場合は、発注者はその費用を負担する。
（工期に影響する場合は、工期についても確保する。）

土木工事請負契約における設計変更ガイドライン



13

土木工事請負契約における設計変更ガイドライン


